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Ⅰ　建築工事仕様

・その他

作業内容

・ 無 

・ 無 

・ 無 

・ 無 

・ 無 

分別・解体の方法

・ 手作業

・ 手作業

・ 手作業

・ 手作業

・ 手作業

・ 有 ・ 手作業

工程ごとの作業内容及び解体方法
工　      程

・仮設 ・ 有 

・土工

・基礎

・本体構造

・ 有 

・ 有 

・ 有 

・ 手作業と機械作業の併用

建築設備の取り外し　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

内装材料の取り外し　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

屋根ふき材の取り外し（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　（　　　　　　　　　） ・ 無 ・ 手作業と機械作業の併用

手作業・機械作業を併用する理由

・ 手作業と機械作業の併用

・別表1　建築物以外の物に係る解体工事又は新築工事等（・外構  ・工作物等）

化学物質を放散させる建築材料等

及び性能を有すると共に、次の１）から５）を満たすものとする。

１）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、MDF

パーティクルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板及び仕上塗材は、
ホルムアルデヒドを発散しないか、発散が極めて少ないものとする。

２）保温材、緩衝材、断熱材はホルムアルデヒド及びスチレンを発散しない
か、発散が極めて少ないものとする。

３）接着剤はフタル酸ジブチル及びフタル酸ジエチルヘキシルを含有しない

のとする。

難揮発性の可塑剤を使用し、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、トル
エン、キシレン、エチルベンゼンを発散しないか、発散が極めて少ないも

４）塗料はホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼンを発散

しないか、発散が極めて少ないものとする。
５）１）、３）及び４）の建築材料を使用して作られた家具、書架、実験台

[1.4.1]

本工事の建物内部に使用する建築材料等は、設計図書に規定する所要の品質

いものとする。

また、設計図書に規定する「ホルムアルデヒド放散量」は、次のとおりとする。

その他の什器等は、ホルムアルデヒドを発散しないか、発散が極めて少な

ﾎﾙﾑｱﾙﾃﾞﾋﾄﾞ放散量

規制対象外

ａ．非ホルムアルデヒド系接着剤使用

ｂ．接着剤等不使用

ｃ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデ

①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆☆品

②建築基準法施行令第２０条の７第４項による国土交
　通省大臣認定品

③次の表示のあるＪＡＳ適合品

該当する材料

ｄ．ホルムアルデヒドを発散しない塗料等使用
ｅ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデ

　　ヒドを発散しない塗料使用
ｆ．非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデ

　　ヒドを発散しない塗料

　　ヒドを発散しない材料使用

②建築基準法施行令第２０条の７第３項による国土交

③旧ＪＩＳのＥ０品

④旧ＪＩＳのＦc０品

　通省大臣認定品

①ＪＩＳ及びＪＡＳのＦ☆☆☆品第三種

5 環境への配慮

[1.4.2]

ものとする。

ＪＩＳ又はＪＡＳマーク表示のない材料等は、次の１）から６）の事項を満たす

本工事に使用する材料等は、設計図書に定める品質及び性能を有するものとし、
6 材料の品質等

１）品質及び性能に関する試験データが整備されていること。

２）生産施設及び品質の管理が適切に行われていること。

３）安定的な供給が可能であること。
４）法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。

６）販売、保守等の営業体制が整えられていること。

なお、これらの材料等を使用する場合は、設計図書に定める品質及び性能を有

場合はこの限りでない。

５）製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。

した証明書を監督職員へ提出する。

することの証明となる資料、又は外部機関が発行する資料等の写しを監督職員に

提出して承諾を受けるものとする。ただし、あらかじめ監督職員の承諾を受けた

　製材等、フローリング又は再生木質ボードを使用する場合は、グリーン購入法
の基本方針の判断に基準に従い、あらかじめ、「木材・木材製品の合法性、持続

可能性の証明のためのガイドライン」（林野庁　平成１８年２月１５日）に準拠

各図面において、（○－○○－○）内の数字は適用する上記詳細番号を示す。
工事写真の撮り方（改訂第二版）建築編　建設大臣官房官庁営繕部監修

・建築物解体工事共通仕様書同解説

特記事項

1 適用基準等

2 工事実績情報
　の登録

共

事
項

通

１

章 項目

・　

建築工事標準詳細図　国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修（平成28年版）

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修（平成24年版）

（財）日本建設情報総合センターの工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）に登

録するものとする。

なお、登録内容を訂正する必要が生じた場合は、標準仕様書に記載された登録
の手順に準じて訂正するものとする。

の登録を省略することができるものとする。
また、変更契約日と工事完了日の間が、１０日に満たない場合は、変更契約時

[1.1.4]

請負代金額が５００万円以上（消費税込み）の元請負人は、工事実績情報を

かになったやむをえない事情により、予定した条件により難い場合は、監督職

員と協議するものとする。

源化等をした施設の名称及び所在地、再資源化等に要した費用を書面にて監督

職員に報告する。なお、書面は「建設リサイクルガイドライン(平成14年5月)」
に定めた様式１｛再生資源利用計画書（実施書）｝及び様式２｛再生資源利用

促進計画書(実施書)｝を兼ねるものとする。

　また、分別解体・再資源化の完了時に、再資源化等が完了した年月日、再資

　本工事が「建設リサイクル法」の対象工事外である場合においても前記に準

じ適切な措置を講ずるものとする。

　なお、本工事における特定建設資材の分別解体等・再資源化等については、

されたものであるため、発注者が積算上条件明示した別表の事項と別の方法で
工事に要する費用等」に定める事項は契約締結時に発注者と受注者の間で確認

の責によるものではない事項については、この限りでない。工事契約後に明ら

あった場合でも変更の対象としない。但し、現場条件や数量の変更等、受注者

　本工事の施工にあたっては「建築工事における建設副産物管理マニュアル」

を参考に適切な処理に努めるものとする。

　本工事が、特定建設資材を用いた建築物等に係る解体工事又はその施工に特
定建設資材を使用する新築工事等であって、その規模が「建設工事に係る資材

の再資源化等に関する法律」(平成12年5月31日法第104号  以下「建設リサイク
ル法」という。）施行令又は、都道府県が条例で定める建設工事等であって、

その規模に関する基準以上の工事（以下「対象工事」という。）である場合は、
建設リサイクル法に基づき分別解体等及び特定建設資材の再資源化等の実施に

※特定建設資材の再資源化等

※建設副産物情報交換システムの利用

ついて適切な措置を講ずることとする。

すること。

なお、これにより難い場合は、監督職員と協議しなければならない。

に「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進計画書」を監督職員に提出

　また、工事完了後にはJACICが運営する「建設副産物情報交換システム」へ

実施報告を行うこと。

清掃に関する法律、その他関係法令によるほか、「建設副産物適正処理推進要綱」

に従い適切に処理し監督職員に報告する。
（ﾏﾆﾌｪｽﾄA、B2、D、E票を提示し、集計表を提出すること。）

・現場において再利用を図るもの（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※引渡しを要するもの、再資源化を図るものについては調書を作成して監督職員

へ提出すること。

※引き渡しに要する以外のものには、全て構外に搬出し、建設工事に係る資材の

再資源化等に関する法律、資材の有効な利用を促進する法律、廃棄物の処理及び

[1.3.8]

・建設発生土仮置場　　（・指定なし　・図示　・　　　　　　　　　　）

・引渡しを要するもの（・金属類　・ＰＣＢ含有物　・　　　　　　　　　）

・特別管理産業廃棄物（・廃石綿　・　　　　　　　　　　　　　　　　　）

[1.3.5]

　処理等

・施工順序　　　　　　（・指定なし　・図示　・参考図あり　　　　　）

・工事用車両の駐車場　（・指定なし　・図示　・参考図あり　　　　　）

・資機材置場　　　　　（・指定なし　・図示　・参考図あり　　　　　）
・現場事務所　　　　　（・指定なし　・図示　・参考図あり　　　　　）

・施工時間　　　　　　（・指定なし　・作業に支障のない範囲とする　）

　受注者は受注時において述べ面積が500㎡以上の工事については、工事着手前

3施工条件

4 発生材の

別表１の積算条件を設定しているが、工事請負契約書「７解体

　の工法
7 特別な材料

１．共通仕様

（１）図面及び特記仕様に記載されていない事項は、三重県公共工事共通仕様書及び「公共建築工事標準

また、標準仕様書中「請負者」とあるのは、「受注者」と読み替えるものとする。

仕様書(建築工事編)(平成２８年版)による。(以下「標準仕様書」という。)による。

（４）東海地震に係る地震防災対策強化地域内における工事にあっては「大規模地震対策特別措置法」に
よる注意情報が発せられた場合、受注者は人身の保護及び安全な避難に必要な補強、落下防止

等の保全措置を講ずるとともに、工事中断の措置をとること。又この事実が発生した場合は、契約
書第２６条（臨機の措置）によって処理されたものとする。

（５）標準仕様書で「特記がなければ、」以降に具体的な材料・品質性能・工法・検査方法等を明示し

ている場合において、それらが関係法令の改正等により（条例を含む）に抵触する場合には、関係
法令等の遵守[1.1.13]の規定を優先する。

（２）特記事項の中で選択する事項（・印の付いたもの）は、・ 印の付いたものを適用する。

・ 印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

・ 印と ※ 印の付いた場合は、共に適用する。
（３）特記事項に記載の [　.　.　] 内表示番号は、標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

（１）項目は、番号に　印の付いたものを適用する。

２．特記仕様

   書類 ※完成図（施工図、施工計画書を除く）

※新規に作成　・既存完成図を修正

記載内容は監督職員と協議する。
完成図ＣＡＤデータ（ＣＤ－Ｒ）

提出　　・　

8 完成時の提出

本工事に係る施工図及び施工計画書の著作者の権利は、当該建物における使用

に限り、発注者に委譲するものとする。

受ける。

製作図等で原図として提出が出来ないものは、原図に変わるものとしてよい。
設備機器の位置、取り合い等が検討できる施工図を提出し、監督職員の承諾を

防止
　低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定に基づき指定された建設機械

の使用に努めること。

9 騒音・振動の

　工事写真の撮り方/建築、及び同/建築設備（建設大臣官房官庁営繕部監修）

本完成写真の著作者の権利は、発注者に委譲するものとする。
提出内容

※電子データ　１部

記録方式：ＲＧＢ（フルカラー）、ＪＰＥＧ最高画質

記録媒体：ＣＤ－Ｒ（ＩＳＯ）
・カラープリント　キャビネ版（　　）部

画素：長辺で2880ＰＩＸ以上

事故発生報告書を監督職員に速やかに提出すること。

　工事施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に通報するとともに、

工事施工に際し、在来部分を汚損又は損傷した場合は、構造・仕上げ共、在来
にならい補修する。

撮影箇所数　※外観4面程度

に従い撮影する。　　　提出部数　1　部

アルバム（大きさ335mm×290mm程度）　・無し　・有り

10 工事写真

11 完成写真

12 事故報告

13 養生その他

請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの（現場事務所の設置、資機材の

技術者の工事現場への専任を要しない。なお、現場施工に着手する日については、
請負契約締結後、監督職員との打合せにおいて定める。
※検査終了後の期間

　検査完了後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合を除く。）

、事務手続、後片付け等のみが残っている期間については、主任技術者又は監理
技術者の工事現場への専任を要しない。なお、検査が終了した日は、発注者が

工事の完成を確認した旨、請負者に通知した日とする。

※現場施工に着手するまでの期間

搬入又は仮設工事等が開始されるまでの）期間については、主任技術者又は監理
は監理技術者

ない期間
の専任を要し

14 主任技術者又

[2.3.1]

仮

工

事

設

２ ・設ける ・設けない
  事務所
1監督職員

構内既存の施設　・利用できない

構内既存の施設　・利用できない

構内既存の施設　・利用できない

・利用できる

・利用できる（ ・有償　・無償 ）

・利用できる（ ・有償　・無償 ）

2 仮設便所

3 工事用水

4 工事電力

土

工

事

３ ※構外搬出適切処理

※自由処分

要求品質

・処分地指定　　処分地（　　　　　　）

・処分地未定につき相互協議する。暫定運搬距離　8Km

「建設汚泥処理土利用技術基準について（国営計第41号 平成18年6月12日）

表－４建設汚泥処理土の適用用途標準」における下記の区分とする。

本工事で建設汚泥が発生する場合は「建設汚泥の再生利用に関するガイドライ

ンの策定について」（国営計第36号　平成18年 6月12日）、「建設汚泥の再生利
用に関する実施要領について」（国営計第38号　平成18年 6月12日）に基づき建

設汚泥の再生利用を行う。

再生利用の種別　・埋戻し及び盛土材として利用　・　
再生処理方法　　・脱水処理　・安定処理（セメント、石灰による改良処理）

・第３種処理土　・　

[3.2.5]

  の処理

　処理

1 建設発生土

2 建設汚泥の

標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法は、当該製品の指定工法による。

建設リサイクル法　・対象工事　　・対象工事外

・ 手作業と機械作業の併用

・本体付属品 ・ 有 

・保全に関する資料

・施工図（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・施工計画書（・　　　　　　　　　・　　　　　　　　　　　　　　）

提出　・２部　・　

提出　・１部　・　

・ 手作業と機械作業の併用

・ 手作業と機械作業の併用

勝　田　明　廣勝田建築設計事務所志摩市学校給食センターフ ェンス設置工事 特記仕様書・図面リスト

特記仕様書・図面リスト

A-1

A-1

図面リスト

A-２

A-３

A-４

A-５

平面図・附近見取図

フェンス詳細図

両開き扉詳細図

片開き扉詳細図
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勝　田　明　廣

めっきとする。

本柵の金網規格は下記の通りとする。

外装は金網類及びバ－ブドワイヤを除く他は、溶融亜鉛

２．

１．

特記事項

φ4.0

φ50.8×2.3 φ50.8×2.3

（水抜穴付）

φ38.1×1.6

φ38.1×1.6

フックボルト M8バ－ブドワイヤ φ2.0

45
0

30
0

17
50

18
00

2000

45
0

50

完全式菱形金網

2000

S.1/20

GL

勝田建築設計事務所

フェンス詳細図

フェンス詳細図

（標準）

忍び返し

主柱 主柱

245

165

30°

165
30

R200

250□250□

300ｇ亜鉛めっき鉄線　φ３．２×５６ｍｍ

300ｇ亜鉛めっき鉄線　φ３．２×５６ｍｍ

志摩市学校給食センターフ ェンス設置工事 A-3



勝田建築設計事務所 勝　田　明　廣

めっきとする。

外装は金網類及びバ－ブドワイヤを除く他は、溶融亜鉛１．

特記事項

S.1/20両開き扉詳細図

両開き扉詳細図

φ89.1×3.2

300×200

落しφ16 舟形落し受付

φ89.1×3.2

70
0

500□

50
0

17
50

18
00

15
0

15
0

12
0

蝶番

45
0

70
0

バ－ブドワイヤ φ2.0フックボルト M8

（フック座金付）

完全式菱形金網

φ38.1×1.6

（引付金具付）

φ13 ブレ－ス

φ50.8×1.6

φ38.1×1.6

φ50.8×1.6

施錠装置
φ38.1×2.3

4000

30

50

３．　門扉は１８０°開き。施錠側落としとする。

２．

GL GL

主柱 主柱

300ｇ亜鉛めっき鉄線　φ３．２×５６ｍｍ

金網は300ｇ亜鉛めっき鉄線　φ３．２×５６ｍｍ

20
0

志摩市学校給食センターフ ェンス設置工事 A-4



□ 350

勝田建築設計事務所 勝　田　明　廣

忍び返し

主柱

GL

めっきとする。

外装は金網類及びバ－ブドワイヤを除く他は、溶融亜鉛１．

特記事項

S.1/20

２．

３．　門扉は１８０°開き。

一部　15001200

バ－ブドワイヤ φ2.0
フックボルト M8

（フック座金付）

φ38.1×1.6

完全式菱形金網

蝶番

12
0

15
0

15
0 45
0

17
50

18
00

φ60.5×3.2

φ38.1×1.6

φ50.8×1.6

戸当り付両面回転施錠

50
30

片開き扉詳細図

片開き扉詳細図

35
0

60
0

300ｇ亜鉛めっき鉄線　φ３．２×５６ｍｍ

金網は300ｇ亜鉛めっき鉄線　φ３．２×５６ｍｍ

志摩市学校給食センターフ ェンス設置工事 A-5



勝田建築設計事務所 勝　田　明　廣

志 摩 市 学 校 給 食 セ ン タ ー フ ェ ン ス 設 置 工 事

設 　 計 　 図
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